
 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 室戸市は、高知県の東南端に位置し、太平洋にＶ字型に突出した室戸岬を中心に東

西 53.3km の海岸線を有している。また、面積の約 8 割以上を山林が占めており、豊

かな自然との共生を図りながら、漁業や農業など一次産業を中心に地域経済が発展し

てきた。また、室戸市固有の地域資源である「室戸海洋深層水」を活用した深層水産

業や、「室戸世界ジオパーク」を中心とした観光産業なども、地域の経済を支える重要

な産業となっている。 

室戸市の総人口は、基幹産業の一つである漁業の低迷や、若者層を中心とした人口

流出などを背景に、昭和 30年の 32,878人をピークに年々減少し、少子高齢化が急速

に進んでいる。直近の令和 2 年国勢調査では 11,742 人となっており、年齢別では、

年少（0～14歳）人口、生産年齢（15～64歳）人口、高齢者（65歳以上）人口は、そ

れぞれ 801人（6.8％）、4,864人（41.4％）、6,077人（51.8％）となっている。 

室戸市内の事業所数は、令和 3 年経済センサス（活動調査）で 570 となっている。

産業別では、農林水産業の第 1 次産業が 12（2％）、製造業などの第 2 次産業が 104

（18％）、サービス業などの第 3次産業が 454（80％）となっており、室戸市に所在地

がある事業所は全て中小企業となっている。 

次に、室戸市の就業者数は、令和 2年国勢調査で 4,879人となっており、産業別で

は、第 1次産業が 1,044人（21.4％）、第 2次産業が 830人(17%)、第 3次産業が 3,005

人（61.6％）となっている。 

市内総生産額については、令和 3年度市町村経済統計（高知県）で約 371億円と算

定されている。産業別には、第 1次産業が 46億円（12.2%）、第 2次産業が 115億円

（30.6％）、第 3次産業が 210億円（56.1％）となっている。 

室戸市はかつて、水産業で栄えたまちであり、遠洋マグロ漁業の基地として、その

名が知れ渡っていた。しかし、昭和 50 年代頃から資源の枯渇や 200 海里問題、燃料

費の高騰などが経営を圧迫し、一時の繁栄はなくなっている。併せて、産業構造の比

重は第 1次産業から第 2次産業、第 3次産業へと大きく推移してきている。 

現在、国の景気は新型コロナウイルス感染症が 5類感染症に位置付けされたことで

個人消費とインバウンド需要が増加し、緩やかに回復している。 

都道府県の有効求人倍率は 1倍を超えるなど、雇用情勢の改善が見られるが、室戸

市では、令和 5 年度の有効求人倍率が 0.77 倍となっており、雇用情勢は厳しくなっ

ている。 

市内中小企業の実態としては、人口減少による消費減少、生活の多様化などによる

市外への消費購買力の流出、中小企業の経営者や従業員の高齢化、担い手となる若者



層の人口流出などにより、市内中小企業の減少や後継者不足等の課題に直面している。

現状を放置すると、長い歴史を経て形成された市内の基盤産業が失われかねない状況

である。 

この状況を打開するため、第 3期室戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、基

本目標の第一に、「室戸市の強みである豊かな地場産業や、室戸海洋深層水等の地域

資源を生かした産業の振興を図るとともに、一次産業の担い手の確保・育成の強化、

市内企業の事業承継や販路拡大支援、企業誘致等を推進し、室戸市の次世代を担う若

者等が安心して「働ける室戸」をつくる。」ことを掲げて、様々な取組を進めている。 

その中で、市の単独事業としては、「本市に事業所を新設又は増設した誘致企業に

対する奨励金の交付」や、「新規創業・第二創業の補助」などにより、企業支援を行っ

ているところであるが、市内中小企業の生産性の抜本的な向上により、人手不足等に

対応した事業基盤を構築するとともに、後継者が引き継ぎたいと思えるような企業に

していこうとする取組をさらに支援していくことが、喫緊の課題となっている。 

 

（２）目標 

 中小企業等経営強化法第 49 条第 1 項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、県内で最も設備投資が活発な自治体の

１つとなり、県東部の中核都市として更に経済発展していくことを目指す。 

 これを実現するための目標として、計画期間中に 5件程度の先端設備等導入計画の

認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

 

２ 先端設備等の種類 

 

 室戸市の産業は、一次産業である農林水産業を中心に、製造業、深層水産業、観光

業と多岐に渡り、多様な業種が市内の経済、雇用を支えているため、これらの産業で

広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。したがって、多様な産業の多様な設

備投資を支援する観点から、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化

法施行規則第 7条第 1項に定める先端設備等すべてとする。 

 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 室戸市の産業は、市街地、海岸線、山間部と広域に立地している。これらの地域で、

広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対象区域は、室戸市内全域と



する。 

 

（２）対象業種・事業 

 室戸市の産業は、農林水産業、製造業、深層水産業、観光業と多岐に渡り、多様な

業種が室戸市の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産性向

上を実現する必要がある。したがって、本計画において対象とする業種は、全業種と

する。 

生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT導入による

業務効率化、省エネの推進、市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連携等、多様

である。したがって本計画においては、労働生産性が年平均３％以上に資すると見込

まれる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 令和 7年 4月 1日から令和 9年 3月 31日までとする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 3年間、4年間又は 5年間とする。 

 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 ・人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用

の安定に配慮する。 

・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先

端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 


